＜ 様式 ＞


意見書
独立行政法人 日本スポーツ振興センター　
新国立競技場設置本部　
企画・管理部　企画・事業運営課　御中
「新国立競技場を活用した事業実施に関する意見募集」に対して、別添の意見書を提出します。
平成　　年　　月　　日
提出者）　住　　所
　　　　　法 人 名
　　　　　代表者名
　なお、本件について連絡先とする担当者は次のとおりです。
	所　　属
	

	役職名
	

	氏名
	（ﾌﾘｶﾞﾅ）



	所在地
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	E-mail
	


	～　意見書を提出していただける皆様へ　～
スポーツ庁、JSCが公表している資料を参考としていただき、現段階で回答いただける範囲で、忌憚なく、皆様のお考えをお聞かせください。


１．自社の取組方針
(1) 新国立競技場の運営管理の民間事業化への関心の有無
現時点での関心の有無について、下記の選択肢から選択すると、次のものとなります。
	１．強い関心がある
	
	

	２．関心がある
	
	

	３．関心がない
	
	

	４．その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕
	
	


(2) 新国立競技場の運営管理の民間事業化時における参画方法
新国立競技場の運営管理が民間事業化される場合において、現時点で想定される参画形態について、下記の選択肢から選択すると、次のものとなります。（複数回答あり）
	１．代表企業（事業実施主体へ出資等により参画）
	
	

	２．構成員（事業実施主体へ出資等により参画）
	
	

	３．協力会社（事業実施主体からの業務受託等（出資なし））
	
	

	４．利用者（新国立競技場でのイベント開催者等）
	
	

	５．その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕
	
	


２．実施してみたい事業内容
新国立競技場やJSC所有の施設等を対象に実施してみたい事業内容は次のとおりです。
 (1) 事業内容１
	提案内容
（実施したいこと）
	

	実施したい場所
	

	実施による効果
	

	実施する上での課題
	

	実施するにあたってのJSCに対する要望事項
	


(2) 事業内容２
	提案内容
（実施したいこと）
	

	実施したい場所
	

	実施による効果
	

	実施する上での課題
	

	実施するにあたってのJSCに対する要望事項
	


※3つ以上の事業内容を記入される場合には、項目及び表を増やして記入してください。
※改修を伴う提案であっても構いません。
※新国立競技場周辺施設と合わせて提案されても構いません。

３．施設計画への意見
　新国立競技場については、東京2020大会終了後に改修することとされており、その際、改修すべきと考える内容について、意見・要望は次のとおりです。
(1) 観客席（改修内容、費用負担者等）
	


(2) 観戦ボックス・VIPラウンジ（改修内容、費用負担者等）
	


(3) 収益施設（賑わい施設）（改修変更内容、費用負担者等）
	


(4) その他
	


４．事業条件への意見
(1) 事業方式
新国立競技場の運営管理の民間事業化の事業方式として望ましいのは、次のとおりです。
	１．公共施設等運営事業（コンセッション方式）
	
	

	２．包括業務委託
	
	

	３．その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕
	
	


※「３．その他」の場合は、望ましい事業方式も記載してください。
 (2) 事業期間
新国立競技場の運営管理の民間事業化の事業期間として望ましいのは、次のとおりです。
	１．10年未満
	
	

	２．10年程度
	
	

	３．20年程度
	
	

	４．30年程度
	
	

	５．その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕
	
	


※「５．その他」の場合は、望ましい事業期間も記載してください。
 (3) 事業範囲
新国立競技場の運営管理の民間事業化の事業範囲については、以下が検討されています。
	①　民間事業者が必要とする改修工事
②　経営管理業務
③　維持管理業務
・保全（保守点検、清掃、警備、植栽管理等）
・光熱水費負担
・経常的修繕
・通信システム等維持
・更新・大規模修繕
・芝の管理
・その他
④　運営業務
・スポーツ・イベント興行事業
・自主・共同事業
・ネーミングライツ等事業
・収益施設事業（レストラン、カフェ、物販等）
・その他（パブリックビューイング、スタジアムツアー等）
⑤　その他運営管理の収益性向上や集客等に資する提案事業


上記の業務範囲や費用負担等の整理にあたって検討が必要（配慮が必要）な事項は、次のとおりです。
	■特に民間事業者が実施すべき事項


	■特にJSCが実施すべき事項


	■その他



※一般的には、上記の業務については事業実施主体が自らの費用負担で実施することが想定されますが、新国立競技場の運営管理の民間事業化にあたって、特に民間事業者が実施すべき事項、JSCが実施すべき事項として認識されている点があればお教えください。
(4) 運営権対価の支払い（サービス対価の支払い）
新国立競技場の運営管理が民間事業者の独立採算で実施されて運営権対価が発生する場合と、混合型でサービス対価が発生する場合において、運営権対価の支払い又はサービス対価の支払いに関して留意すべき点（支払方法等）は、次のとおりです。
	■民間事業者の独立採算で実施されて運営権対価が発生する場合


	■混合型でサービス対価が発生する場合



(5) リスク分担
新国立競技場の運営管理の民間事業化にあたって留意すべき事項は、次のとおりです。
	■需要変動への対応（民間事業者における対応の可否等）


	■施設の適切な管理（民間事業者における対応の可否等）


	■芝の適切な管理（民間事業者における対応の可否等）


	■近隣住民の方々との調整（民間事業者における対応の可否等）


	■都からの要望事項（都民利用、防災利用等）への対応（民間事業者における対応の可否等）


	■FIFAワールドカップ開催に向けた改修への対応（民間事業者における対応の可否等）


	■その他



 (6) 事業スケジュール
新国立競技場の運営管理の民間事業化の開業準備期間（契約締結から供用開始まで）として望ましいのは、次のとおりです。
	１．6カ月程度 
	
	

	２．1年程度
	
	

	３．1年6カ月程度
	
	

	４．2年程度
	
	

	５．その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕
	
	


※「５．その他」の場合は、望ましい開業準備期間も記載してください。
　
 (7) その他意見・要望
新国立競技場の大会後の運営管理の考え方については、平成29年11月13日に大会後の運営管理に関する検討ワーキングチームから公表された「大会後の運営管理に関する基本的な考え方」において示されています。
今後、新国立競技場の運営管理の民間事業化について検討していくうえで、事業条件が段階的に明確化されることを前提とした場合に、なるべく早い段階で追加的な開示が望ましい事項は次のとおりです。また、それ以外の事業条件等に関する意見・要望は、次のとおりです。
	


５．今後の応募検討や提案書作成にあたって必要な資料・データ
今後の応募検討や提案書作成にあたって必要な資料・データは、次のとおりです（必要な資料・データに○をつけています）。
	１．基本スキーム（事業目的、事業方式、事業期間、事業範囲等）
	
	

	２．費用負担（事業実施におけるJSCと事業者の費用負担）の考え方
	
	

	３．参加資格要件
	
	

	４．利用条件（利用可能日数、利用料金、優先利用等）の考え方
	
	

	５．事業者選定手続き・スケジュール
	
	

	６．収支見込内訳（想定稼働率、想定年間スケジュール、費用等）
	
	

	７．図面類
	
	

	８．東京2020大会後の改修・増築計画案（観客席等）
	
	

	９．旧国立競技場の事業情報（稼働状況、利用者、事業収支等）
	
	

	１０．JSC所有施設の事業情報（稼働状況、利用者、事業収支等）
	
	


　
上記のほか、必要な資料・データは、次のとおりです。
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